
地域データセンター整備促進税制

地域のデータセンターを整備するため、総務大臣の認定を受けた地域特定電気通信設備供用事業
の実施計画に従って取得した電気通信設備に対して、法人税の特別償却及び固定資産税の課税標
準の特例を受けることが可能。

１．特例の内容
（１）国税の特例
○ 地域のデータセンターを整備するものとして、特定通信・放送開発事業実施円滑化法（平成２年法律第３５号）に基づいて総務大臣

から認定された実施計画に従って取得し、事業の用に供した電気通信設備のうち、東京圏（注１）以外の地域に整備するもので、設置

地域近傍からの利用を主たる目的とする一定の設備に限り、取得価額の一定割合を特別償却額として計上することが可能。

○税 目 ： 法人税

○対象設備 ：サーバ、ルータ、スイッチ、電源装置（調整中）

○特別償却率：取得価額の１５／１００

（注１）多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号）第２２条第１項に規定する東京圏

２．適用期間

２年間（平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

措置内容

参考２

（２）地方税の特例
○ 地域のデータセンターを整備するものとして、特定通信・放送開発事業実施円滑化法に基づいて総務大臣から認定された実施計

画に従って取得し、事業の用に供した電気通信設備のうち、首都直下地震緊急対策区域（注２）以外の地域に整備するもので、専ら

同区域内のデータセンターのバックアップを目的とする一定の設備に限り、固定資産税の課税標準の特例を受けることが可能。

○税 目 ： 固定資産税

○対象設備 ：サーバ、ルータ、スイッチ、電源装置（調整中）

○課税標準の特例：取得後３年間の課税標準が３/４

（注２）首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法律第８８号）第３条第１項の規定により首都直下地震緊急対策区域として指定された区域

東京圏
（茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の一部）

首都直下地震緊急対策区域
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の全域、
茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、静岡県の一部）
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